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平成２５年労第５４６号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）

による療養補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというに

ある。  

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日付けでＡ研究職に採用され、同年平成○年○月○

日付けで環境地質部地震物性課配属となった。その後、平成○年○月○日付けで

Ｃ県Ｄ市所在のＥ研究所（以下「事業場」という。）に転任となり、主任研究員と

して、高レベルの放射性廃棄物の地層処分及びＣ県の地場産業である石材、石造

物の研究業務に従事していた。 

請求人は、平成○年○月○日Ｆクリニックに受診したところ、「反復性うつ病性

障害の疑い」と診断され、以降、平成○年○月○日まで同クリニックに通院し、

平成○年○月○日からは同クリックの主治医が異動したＧ病院に転医して通院療

養を継続していた。 

請求人は、平成○年○月○日、監督署長に対し、Ｇ病院での同年○月○日から

同月○日までを療養期間とし、傷病名「（主）反復性うつ病」として、療養補償給

付を請求したところ、監督署長は、業務上の事由によるものとは認められないと

して、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、事業場と産業医に精神疾患に仕立てあげられ、強制的に入院、休職さ

せられないためにＧ病院に通院していたが、今回、Ｇ病院には「精神疾患ではない」

という診断書を書いてもらうために通院したのであるから、この費用は療養補償給
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付として支給されるべきであるとして、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却した

ので、請求人は、さらに、この決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、精神障害を発病していないとの診断書を求めるための通院が療養

補償給付の範囲として認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、Ｇ病院に係る療養補償給付（平成○年○月○日～同月○日、診療

実日数１日）を請求しているが、Ｈ医師によると、平成○年○月○日付け意見

書において同医師が勤務していたＦクリニックでの平成○年○月○日の初診以

降、現在に至るまで完全寛解状態であり、治療・投薬は行っていない旨意見し

ており、Ｇ病院に受診した目的は療養目的の受診とは認められず、判断の要件

に照らして、当審査会は、決定書理由第２の２の（２）で説示するとおり、療

養補償給付の範囲であるとは認められない旨の審査官の結論は妥当であると判

断する。 

なお、請求人は、公開審理において、本件については、これまでの事案とは

全く異にする新規のものであり、従来の療養の考え方に基づく判断は妥当では

ない旨主張しているが、請求人自身の独自の見解に基づくものであり、労災保

険法による療養の範囲を変更する必要性は認められず、主張は採用できない。 

（２）再審査請求の理由及び上記２での各主張は、本件療養補償給付の請求と直接

関係する主張とは認められず、また、その他の主張について、子細に検討する
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も、上記判断を左右するものではない。 

さらに、請求人は、Ｉ医師等からの聴取等を求めているが、当審査会の判断

は上記のとおりであり、その必要性は認められない。 

（３）なお、請求人は、公開審理において申述した後に平成○年○月○日付けの書

面を提出し、当審査会の構成審査員の一人であるＪ（以下「Ｊ委員」という。）

が、本件事件に深く関与しているＫ准教授でもあるＩ医師と、かつて同大学の

教授で現在も同大学に籍があることから、Ｉ医師と（広義の）利害関係者であ

り、審理が公正に行われるとは考えられないとして、Ｊ委員の解任を求めると

の主張をしている。 

しかしながら、Ｉ医師は、事業場の産業医として請求人を面談しあるいは請

求人の労災請求に関する医学的意見書の作成を依頼され、意見書を作成したに

過ぎず、また、同医師とＪ委員とは、過去において同じ大学に籍を置く准教授

又は教授であったという関係に過ぎない。この関係は、公正な審理が損なわれ

るものではなく、委員の罷免事由に当たらないことはもとより、本件事件の担

当を避けるべき事由も見当たらないことから、請求人の上記主張は理由がない

ことは明らかであることを付言する。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給

しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


